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1. は じ め に　
法制度会計上，商法，証券取引法，税法という各法規制が少からず企業会
計に影響を及ぼし，社会体系上は，秩序ある法会計制度が樹立されているか
に見える。しかしながら，法社会システムは，常に社会変革の影 響を受 け
て，よりよい秩序システムへと発展変化するものである。　
法会計論領域においても，法論理と会計論理が，ある場合には相互補完性
をもち，またある場合には確執の状況を呈するが，論理の葛藤はよりよい制
度会計のシステムを創造する原動力となる。　
法と会計は，その論理基盤の違いから異なる目的観を有するが，本来同一
事象に対しては同一の認識がなされる筈である。しかし，法による事実認識
は，通常，事実分析を通してその事実に含まれている要件を見出し，法の構
成要件に合致するか否かを確認するプロセスということができる。したがっ
て，法による認識は，先ず第一にその事実が法的形式を満たしているか否か
という形式認識となる。租税法における認識もまた同様に法的形式によって
行われるが，法的形式と実質が異なる場合には，その経済的実質性に基づい
て判断される。
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かかる租税法の認識基準を実質主義ということができるとすれば，実質主
義は企業会計上の認識基準と可成りの融合性をもつものと言わなければなら
ない。ただ，租税法の実質主義は，すべての取引に対して適用されるもので
はなく，法的形式と実質が異なる場合に，実質を優先させて租税 法を 適用
し，もって課税の公平性を確保しようとする目的に支配されていることを指
摘する必要があろう。　
企業会計は，企業活動による経済変動をその実質に 基 づ い て，記録・計
算・表示する測定システムとして理解することができるが，測定のために先
ず認識が存在しなければならない。企業会計上，従来から発生主義および実
現主義という認識基準が存在するが，発生主義と実現主義の関連が極めて不
明確であり，かかる認識基準が具体的経済事実にどのように適用され，判断
されるかについても必ずしも明確でない。　
すべての会計処理にあたって従わなければならないとされている「企業会
計原則」においても，その事実認識基準たる発生主義及び実現主義は，法認
識における形式的厳密性すら具備しているとは言えないようである。
2. 租税法律主義と確定決算基準　
租税法の法源は，基本的に憲法に求めることができる。 すなわち，「あら
たに租税を課し，又は現行の租税を変更するには，法律又は法律の定める条
件によることを必要とする。」（憲法第84 条）と，国家が国民又はその有する財
産に対して課税するためには，法律の定める条件によることを必要とし，何
人も法律によらなければ，納税の義務の生じないことを明定している。これ
が所謂租税法律主義と呼ばれる。　
法律とは，憲法によれば国会での可決を必要とし，「法律案は， この憲法
に特別の定のある場合を除いては， 両議院で可決したとき法律となる。」（憲
法第59条第1 項）と規定する。　但し法律は，政令および省令を設けることが可
能である。　内閣の職務規定の1 つに，「この憲法及び法律の規定を実施する
ために，政令を制定すること。」（憲法第73条第6 号）が認められている。なお，
政令施行のため省令を設定することができ，国家行政組織法はこの点につい
て次のように規定する。「各大臣は5 主任の行政事務について， 法律若しく
は政令を施行するため，又は法律若し くは政令の特別の委任に基いて，それ
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ぞれその機関の命令を発することができる。」(国家行政組織法第12条第l 項)。
我が国の租税法体系上，この法律に相当するのが， 租税法(所得税法・法人
税法等)であり，政令に相当するのが法施行令(所得税法施行令・法人税法施行令
等)で， 省令に相当するのが法施行規則( 所得税施行規則・法人税法施行規則等)
となる。　
した力≒ て，「わが国では， 国税にしても地方税にしても， 租税が課せら
れるには，法律で定める要件にしたがい，モの範囲に限られる，という租税
法律主義の原理が前提とされている。そこで，株式会社その他の法人が法人
税を納めるには，法人税法関係の法令の規定によることになる。直接に明ら
かな規定が設けられていない事項については，その関係法令の規定を一団と
したもののなかから引き出された解釈による1)。」　
このように国税については，憲法第84条により租税法律主義が基本となっ
七いるが，地方税については租税法律主義が同様に基本となっているのか，
又は租税法律主義の例外なのかが間題とされる。問題となるのは，憲法第84
条と憲法第92条とに，関連性が認められるか否かである。もちろん，法の形
式解釈上は，両条文の関連性は認められないと言わなければならない。　
なお，憲法第94条は， 地方自治体に対して，「法律の範囲内で条例を制定
することができる。」(憲法第94条)と，規定する。　この場合の法律とは， 憲法
第92条でいう地方自治法を指す。しかし，地方税徴収に関しての具体的規定
は地方自治法に定められていない。ただ，地方公共団体の事務の 例 示 とし
て，地方税を賦課徴収することができる(地方自治法第2 条第3 項21号)とされ，
その事務処理にあたって条例を制定することが認められているにすぎない。
つまり，「普通地方公共団体は， 法令に違反し ない限りにおいて第2 条第2
項の事務に関し，条例を制定することができる。」(地方自治法第14条)。　
条例は法律ではないから，条例に基づいて賦課徴収される地方税は，租税
法律主義の例外ということができる。北野弘久教授は，地方税に関しては，
租税法律主義の例外とい うより，むしろ租税条例主義といった方がより適切
だと指摘する。すなわち，「地方税については，84 条に よってではなく,   92
条，94条によって，租税『法律』主義の『例外』が認められているわけであ
名。地方税については，租税法律主義はむしろ租税条例主義とおきかえたほ
うが相当であるといえよう。このように地方税の場合は，さきの条約の場合
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と異なり.84 条の『法律の定める条件による』場合には該当しな い の で＼あ
る2）。」　　　　　ダ　　　　　　　　　　　　　　　：
もちろん,条例のこ内容は法律の範囲内に限定されるから（憲法第92条・94条），
法令の範囲内である限り, （憲法第84条に規定する租税法律主義の趣旨 に反
するものではない3)」とい うこともできるが， 地方税が申告納税方式ではな
く賦課徴収方式をとっていること，および条例は法律とは言えな い こ丿とが
ら，租税法律主義に基づいているとはいえない。　
しかしながら，所得税および法人税に関しても，その大部分は政令・省令
に委ねられており，その上解釈通達が実務上重要な位置か占めていることか
ら言って，国税も厳密には租税法律主義に基づいていると言える の か ど う
か，多少の疑問が残る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＼
しかし，租税法律主義が租税法体系上の前提とすると，法人課税所得算定
にあたって，我が国法人税法は確定決算基準を前提とする。 すなわち，「内
国法人は，各事業年度終了の日の翌日から2 月以内に，税務署長に対し, 確
定した決算に基づき次に掲げる事項を記載した申告書を提出しなければなら
ない。」（法人税法第74条第1 項）と，規定する。　
この法人税法上の確定決算基準の意義については，次の3 つの説が考えら
れるという。 第1 の考え方は法人税法自足説で，「各事業年度の収益の額お
よび原価，費用または損失の額は，一般に公正妥当と認められる会計処理の
基準にしたがって計算されるべきであり，かつ，租税法令上の多数の規定に
よって規整されることになるので，これらの計算および規整の素材として確
定した決算が存在すれば足りる4）」という考え方である。　
第2 の考え方は確定決算依存説で，「確定決算には法第22条第4 項の 趣 旨
が当然に包蔵されているはずであるから，それに依存して，租税法令上の規
整の趣旨による差異を取捨するだけで，法人税法上の計算が行われるべきも
の5）」とする考え方である。　
第3 は確定決算基準主義と言われるも の で，「法人の存立の根拠法には，
法人り 会計に関する規定の有無および精粗の差異はあるが，健全な会計基準
の予定が当然に存在する，と解するところから出発する。そのあるべき確定
決算は，健全な会計基準を満足させるべきものである。Tしかも，健全な会計
基準は会計処理の原則および手続について，個別法人の選択に委ねる余地を
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与えている。法人の確定決算は，その選択された会計処理の原則および手続
にその結果を依存する。租税法令の規定は，そうした確定決算の会計処理の
方針を基準とし, かつ，租税法令上の規整による差異を取捨して各事業年度
の所得の金額を計算する6)」という考え方である。　　　　エ　
第1 説の法人税法自足説は，確定決算基準の意義を明確に捉えたものとは
言い難い。第2 説の確定決算依存説は，確かに実定法上の課税所得算定上，
会計制度に依存しているかにみえるが，完全に依存し ているわけではない。
例えば，貸倒引当金(法人税法第52条)，返品調整引当金(法人税法第53条), 減価
償却費(法人税法第31条), 繰延資産の償却(法人税法第32条)等の損金経 理 が 要
求されている項目は，税法が確定決算に依存しているとい うよりむしろ，確
定した決算において意思表示すべきことを要求しているかのである。ここに
確定決算基準による税務調整の意義を見出すことができる。卜　
確定決算基準のもう1 つの意義は，法体系上の安定思考に求めることがで
きる。すな わち，「税法の強行規定および事実に反する経理でないか ぎ り，
商事貸借対照表(Handelsbilanz)をもって，税務貸借対照表(Steuerbilanz)の基
準としなければならないという原則である7)。」　
法の安定思考から言って,   Handelsbilanz をもってSteuerbilanz の基準と
すべきことは当然であるが，法の形式的要件が満たされているため商法上有
効であっても，もし実質が異なるものである場合によね 税法上は是認されな
い。このように，税法は実質課税の観点から独白な法思考体系を有するが，
損金経理項目に関しては，たとえ実質的に損金算入すべきものであっても，Handelsbilanz
で意思表示されていなければ損金算入の対象にすらならない。
それでは,    Handelsbilanz で税法上認められている損金経理項目を計上し
た場合，その金額が許容損金額として認められるか， とい うとそ う で も な
い。税法独目の損金許容限度額が設けられているからである。　
こめように見てくると，法人税法第74条第1 項の実定法的解釈としては，
第2 説の確定決算依存説もとることができない。故に，当該条文は，第3 説
の確定決算基準主義ということができる。企業会計上代替処理が認められて
いる項目について，企業が自主的に選択経理した場合に，事実に反しない限
り，税法上も許容限度額以内は是認しようとする税法独目の立場を言うもり
と言わなければならない。もっとも，制度会計理論の立場から言えば，課税
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所得算定は確定決算依存説によってなされることが望ましい。
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3. 税法における実質課税主義　
課税所得算定上，その基腿となる計算思考は，租税法律主義と確定決算基
準主義に求めることができるが，法会計上条文適用にあたって，事実認定と
いう認識基準が先行する。確定決算基準主義は，事実に反しないかぎり，企
業経理の自主性を尊重するという趣旨であるが，この場合も経済的事実が強
調されており，租税法律主義においても単なる法形式が満たされていても，
その事実に基づいて法が適用されることが強調される。　
すなわち，「租税法律主義の原理は，租税法令に規定された事実が客 観的
に存在するときは，その事実に該当するかしないかを認定し，かつ，その租
税法令を適用することを意味している。このような客観的な存在としての事
実を認定するに当たっては，その方法および手続が客観的に妥当とされるも
のであるべきことは，当然の事理である。条理,すなわち，客観的な『ものの
道理』によって一般性を有する事実の認定が行なわれなければならない1)。」
法形式と事実が異なる場合には，その客観的事実に基づいて法令を適用す
るのが，法の基本的思考である。税法においても，所得の帰属が法的形式上
の享受者と実質的享受者が異なる場合には，実質的享受者の所得として課税
することが明文化されている。「資産又は事業から生ずる収益の法律上帰 属
するとみられる者が単なる名義人であっ七，その収益を享受せず，その者以
外の法人がその収益を享受する場合には，その収益は，これを享受する法人
に帰属するものとして，この法律の規定を適用する。」(法人税法第n条)。　
この実質所得者課税の原則 は， 租税法論理たる実質課税の原則(実質主義)
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を 明文 化し た ものであ るか ど うか， 換 言 すれば こ の第U 条をも って，実 質課
税 の原則 とみ ることができ るか ど うか， につい て 広狭 各説 が存在す る。 これ
ら 各説を 要約す る と，次 の よ うな3 つ の考え方 に 集約 され る とい う。「（1）実
質課 税 の原則は，課 税物件 の帰 属暉 関 す る場 合に の み適用 され るとい う， 最
も狭義 に解す る説。す なわ ち， 実質 課 税の 原則 とは， 実 質所得者 課税 の原則
そ の ものを 指す とす る説 であ る。（2）実 質 課税 の原 則は， 課 税物件 の帰属お
よび 課税物件 の実現 に関し て適用 さ れ るとい う説。 す なわ ち， 実質 課税 の原
則 とは，実 質所得 者課税 の原則 と実質 所得 課 税の原則 であ る とす る 説 で あ
る。（3）実質 課税 の原則 は， 租税 法全 般 の解 釈適 用に 関 す る通則 であ る と す
る。 最 も広義に 解す る説。 す なわ ち， 実 質課 税の原 則 とは， 実 質所得者課 税
の原 則 と実質所 得課税 の原則 を， モ の内包 部分 とし ， 租税法全般 の解釈適 用
に 認めら れ るべき基 本原理 であ る とす る説 であ る2）。」
租税法律主義という実定法的文理解釈から言えば，法人税法第n 条は租税
法論理たる実質課税の論理を条文化したものではない。何故なら，この条文
は実質所得者課税の原則を謳ったものであり，そ0 要件は法人が名義の如何
を問わず実質的に収益を享受する場合，その当該法人に帰属するものとして
課税することを規定している。　
しかしながら，この条文を学理的に解釈するならば，必ずしも単なる名義
人の問題ではく，むしろ法的形式に対してその経済的実質を優先して課税所
得を算定するという例示的・確認規定と解さなければならない。経済的実質
を優先させるためには，そこに税法独自の認識基準が予定されている。租税
法律主義も，単に法形式が満たされている事象に，該当する条文を機械的に
適用することを意味するものではなく，法に規定された事実が客観的に存在
する場合にのみ，その客観的事実に最も適する条文が選択適用されることを
意味する。　
このように租税法律主義を解すれば，租税法適用に先立って，客観的事実
の認定が行われている筈である。かかる事実認定を，実質課税達成のための
重要な認識基準として捉えられれば，かかる認識基準を実質主義と呼ぶこと
ができよう。　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　’。
富岡教授は，実質主義の考え方を次のように説明する。「租税においては，
経済的実質に即応した実質課税の実現を理念とし，事実の実体ないし実質，
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すなわち経済的実質に即して判断すべきであり，表面の仮装的事実を否定し
て背後に存する経済的実質に即して課税をなすべきであるとし，または，行
為の形式よりは実質，その法的評価よりは実現された経済的結果を重視しな
ければならないという思考がある3）。」同教授によれば，実質課税主義は税務
会計原則の1 うに位置づけられ，それは税務会計公準の基本的公準たる租税
負担公平性の原則と租税負担能力の公準から導出され，さらに実質所得者課
税の原則，所得実質把握の原則，租税回避否認の原則という3 つの個別原則
を導出するものであるという4）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 犬
この点に関して次のような反論も あ る。「特に『租税回避否認の原則』と
して説明されている同族会社の行為または計算の規定に至っては，法学理論
としても実質主義理論に含まれるのかどうかについては異論がある。この法
学理論としての上記アの見解について，私は法令解釈論としてよりも，法令
適用の前段階における事実の認定の問題として理解されるべきものではない
かと主張してきている5）。」　
問題は，租税の実質課税思考を税務会計原則として位置づけるか，租税法
学上の租税認識論として位置づけるかである。実質課税が租税の基本理念で
あるとするならば，その理念は，租税法全般の解釈適用に貫かれていなけれ
ばならず，そのためには客観的事実を認識する始発概念となっていなければ
ならない。すなわち，実質主義は第一義的に経済的事実の認識基準として位
置づけられ，公準概念のもとに包括されるものとなろう。
もし，実質主義が公準として捉えられるなら，この実質主義から実質課税
の原則が導出され，この実質課税の原則の1 個別原題として実質所得者課税
の原則を挙げることができる。したがって，法人税法第n 条は，実質課税o
原則の実定法的確認規定であって，その根底にぱ租税法論理上の実質主義が
存在するものと言えよう。　
会計学上の費用・収益対応概念（matcliing concept）も， 原則というよりは
むしろ理念である。この理念を達成するために，収益と費用の期間測定の精
密さが要求され，そのために認識基準が存在する。 1957年AAA 会計基準に
見られる よ うに，「実現」という収益及び費用の認識基準を公準として位置
づけることによって，すべてめ会計事象に同一の認識基準が適用され，最も
適切な会計処理基準が選択されることにより，対応理念が相対的に貫徹され
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る こ とに な る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。
この よ うに 見て くる と，租 税 法学上 の 実質主 義 と会計 学上 の実現主義 は，
ともに 客観的 経済事 実 認定 のた め の認識基 準 とし て 捉えら れ る。 忠博士は ，
事 実 認定 の同一性を 強調し ， 企業 会 計上 も実質 主義 に よ って認 識すべ きであ
る と次 の よう に述 べ る。「会計 実 務上 の論点 とし て は, ( ■ア）企業 会計にお け る
会 計上 の事実 の認定 とそれに 対 す る会計上 の 判断， または ，(イ）税務会計 にお
け る会計上 の事実 の 認定 とそ れに 対す る法 令 の適用 につ い ては，事 実 の認定
に お い て，企業 会計上 乱　 また 税務 会計上 乱 実質 主義 の原則に よるとい う
要 請が 現われ ると考え る。会 計上 に真 実 性 の原 則な るもの於
る なら ば， この実質 主義 の原則 こそ， そ の真 実 性の 原則 な るものの内容 の重
要な一部 であ るべきは ず なの であ る6）。」　　　　　　　　　 万　
こ の提 言は ，現行 「企業 会計 原則」 上 の認識基 準 に対す る批判に 他なら な
い。 発生収 益を保 守士 義的 思考 の も とに ，出来 るだけ 限定し よ うとす る伝 統
的 実 現主義 が とら れてい る限 り， 租税に おけ る実質 主義 が 経済的事 実認定 の
ための唯一 の認識基 準 となら ざ るを え ない。し かし ながら， 伝統的 実現 概念
に おい て も当初 から実 質主義 的 思考 が含 まれ てい る のであ り， それが 経済的
実 質の変化 から，し だい に回 収時点 か ら発生 時点 へ と認識時点 が変化し つっ
あ る。か か る実 現主義 の概 念変 革は， 収益 認識 から 費用認 識へ と拡 大され，
さら に資産 及び 負債の 認識へ と拡 大さ れ る。 こ のよ うに拡 大さ れた実 現主義
は ， すべ て の経済事 象 の実質性 に 着 目し た認 識基 準に 他な ら ない。
???
?
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?
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?
?
忠佐市『税務会計法』税務経理協会，昭和53年,  30頁。
和知弘昇『租税法概論』税務経理協会，昭和55年,  69～70頁。
富岡幸雄『税務会計学』森山書店，昭和53年，83頁。
同書,  82～85頁。
忠佐市『決算利益と課税所得』森山書店，昭和48年，188頁。
同書,   189頁。
4. 伝統的実現主義の問題点　
課税所得概念は，経済力の純増加額を純資産増加額に求めるが，発生主義
会計においては，収益と費用の差額として期間発生利益を捉える差額利益概
54
念である。この差額概念において，利益が意味をもつためには，期間対応理
念が貫徹されていなければならない。そのためには，厳密な収益と費用の認
識基準が存在しなければならない筈である。したがって，発生主義会計にお
いては，2 段階の認識基準を適用することになる。先ず第1 次の認識基準は
発生主義であり，この第1 次認識基準に基づいて価値支出額と価値収入額が
決定される。続いて第2 次認識基準によって，期間発生した費用額と収益額
が決定される。収益及び費用という概念には，すでに期間という意味が人づ
ていると解されるから，第2 次認識基準は期間発生額の確定基準として作用
するものとなる。　
しかし，伝統的実現概念は，特に収益の認識に力点が お か れ る。すなれ
も，収益は，「営業の全プロセスによる企業努力によって稼得されているが，
収益は生産物の現金又は他の確実な資産の転化によって， 実現(realize)され
る1)。」このように，収益の実現を現金又は他の確実な資産の転化に 求 め る
と，収益の実現時点は通常，販売時点に求められることになる。この場合ひ
実現の要件は， 生産物の引渡(法的には所有権の移転)と他の確実な資産の転化
である。　
この要件を厳密に適用すると，農産物に適用される収穫基準，鉱業に適用
される生産基準，長期請負工事に適用される工事進行基準，割賦販売に適用，
される回収基準および回収期限到来基準等の処理基準は，実現主義の例外と
いうことになる2)。　もし，これらの基準が実現主義の例外ということになれ
ば，この例外に対して一体いかかる認識基準が作用して是認されるものと解
されるのかという問題がある。実現主義の例外については発生主義によって
認識されるとすれば，回収基準および回収期限到来基準は明らかに発生主義
の例外となる。　
したがって，もし実現主義を収益にのみ適用するとい う伝統的観点に立つ
としても，実現主義を販売基準に限定すべきではなく，価値増加の確定現象
の生起をもって収益を認識し確定するという，実質的観点からの認識基準と
して捉えなければならない。そしてその場合の実現主義の要件は，経済的実
質性に力点をおいた客観性と確定性とい うことになる。　
ところが，差額利益概念のもとでは，収益と費用に異なる認識基準が作用
して，果して対応理念が貫徹されていると言えるのかどうかという問題が残
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る。 費 用 認 識 に 対 し て も ， 収 益 と の 関 連 で 明 確 な 相 互 関 連 性 の テ ス トが 必 要
とさ れ なけ れ ば な ら な い 。 収 益 と の 関 連 で 費 用 を 認 識 す る た め に は ， 収 益 の
認 識 基 準 が 同時 に 費 用 認 識 基 準 とし て 作 用 し なけ れ ば な ら な い 。 そ の 場 合 の
費 用 認 識 た る要 件 は ， 経 済 的 実 質 性 に 力 点 を お い た 客 観 性 と確 定 性 とい う こ
とに な る。　1957
年AAA 会 計 基 準 ぱ, 実 現（realization ）を 公 準 とし て 位 置 づ け 次 の よ
うに 定 義 す る。「 実 現 の 本 質 的 意 味 は ， 資 産 又 は 負 債 の変 動 が ， 会 計 処 理 上
の認 識を 保 証 す るに 足 る ほ ど 十 分 な 確 定 性 と客 観 性 を もつ に い た った とい う
こ と で あ る3）。」 こ の定 義 も必 ずし も十 分 な も の とは 言 え な い が^ ） 少な く て
も伝 統的 実 現 概 念 に お け る 論 理 矛 盾 を 是 正し ， 生 起 す る 経 済 現 象 を そ の 実 質
に 基 づ い て 認 識 し よ う とし て い る点 は 高 く評 価 さ れ る。　
た だ ， こ の 定 義 が 損 益 計 算 原 理 に 基 づ く収 益 及 び 費 用 の認 識 基 準 とし て 適
用 さ れ うる の か 否 か が 問 題 とな る が,   Windal に よ れ ば ， 当 然 な が ら収 益 及
び費 用 の認 識 基 準 とし て 適 用 さ れ る とい う。 す な わ ち ，「 こ の 定 義 に よれ ば ，
我 々は ， 原 価 の 実 現 ， 原 価 移 転 の 実 現 ， 費 用 の 実 現 ， 損 失 の 実 現 ， 収益 お よ
び利 益 の実 現 … … と， 言 うこ とが 可 能 とな る5）。」 と， 収 益 及 び 費 用 の 認 識
基 準 とし て 実 現 を 位 置 づ け ， さ ら に 実 現 の 意 義 を 次 の よ うに 述 べ る 。「AAA
委員 会 に よ る定 義 は ， 他 方 で 実 現 を 利 益 又 は 収 益 か ら 完 全 に 切 離し た概 念 と
考 え る。 実 現（realization ）の テ ス ト は ， あ る特 定 項 丹 が あ る範 躊 に 入 る か ど
うか を 決 定 す る とい う よ り もむ し ろ ， あ る 特 定 項 目を い つ 認 識 す べ き か を 決
定 す るた め に 適 用 さ れ る6)。」　
と の よ うに ， 新 し い 実 現 概 念 に よ る と， 実 現 は 収 益 の み で な く費 用 認 識 基
準 とし て も 適 用 さ れ ， 第 一 義 的 に は時 点 認 識 基 準 で あ るが ， よ り重 要 な 点 は
期 間 確 定 認 識 基 準 とし て 位 置 づ け ら れ る。 ま た， 認 識 は 測 定 の 先 行 基 準 であ
るた め ， 実 現 という 認 識 基 準 は ， 経 済 事 象 の実 質 的 認 識 を 通 し て ， そ の 取 引
に 最 も適 す る 処 理 基 準 の 選 択 適 用 に も作 用 す る も の と な る 。 換 言 す れ ば， 実
現 とい う認 識 基 準 は 第2 次 認 識 基 準 とし て 適 用 さ れ ， そ れ は また 第2 次 測 定
基 準 と 結合 さ れ る も の と な る7）。　　　　　　　　　　　　　　　 ■　　　　　■■　■
か か る実 現 主 義 り も と で は ， 租 税 法 学 上 の 実 質主 義 と 企 業 会 計 論 理 上 の 実
現 主 義 は ， 少 く と も事 実 認 定 に 関 し て は 同 様 の処 理 基 準 を 導 出 す る も の と な
ろ う。 租 税 実 定 法 上 の 実 質 所 得 者 課 税 の 原 則 に お い て も， か か る実 現 主 義 が
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適用されない限り，租税公平性の原則すら貫徹できないものと言わなければ
ならない。　
しかしレ 現行「企業会計原則」の実現主義は，明らかに伝統的実現主義に
よっており，「売上高は， 実現主義の原則に従い， 商品等の販売又は役務の
給付によって実現したものに限る。」(損益計算書原則三B) とし，注解注6 では，
実現主義の適用の例示として委託販売，試用販売，予約販売および割賦販売
の販売基準に基づく時点認識を挙げているにすぎない。　
その上注解注6 では，割賦販売について，「収益の認識を慎重に行うため，
販売基準に代えて，割賦金の回収期限の到来の日又は入金の日をもって売上
収益実現の日とすることも認められる。」(「企業会計原則注解」注6(4))と，収益
認識の慎重さのために回収基準をも是認している。この回収基準は，伝統的
実現主義においても認められるものではない8)。　
法人税法第62条は，割賦販売について割賦基準(回収期限到来基準)によって
経理している時は，課税所得算定上益金び損金に算入することを 認 め て い
る。しかし，回収基準による処理は税法上認められていない。税法が回収期
限到来基準を認めるの=は，納税者の担税力ないしは応能負担力を考慮した租
税政策上の要請によるものであり，実質主義の適用によるものではない。割
賦販売の実質性から分析する限り，企業会計上の処理は販売基準によるべき
であり，税法上認められていても回収期限到来基準は認められず，まして税
法上でさえ認められ七いない回収基準は，公正な会計質行から見て是認され
るべきでない。　　　　　　　　　　　　　　　 万　
租税法上，経済的実質思考が作用しているものとして，リース取引に対す
る課税上の取扱いを指摘することができる。取扱通達は，リース取引につい
ては法的形式よりも経済的実質を優先させて課税しなければ弊害が生じると
い う認識から，次のように述べる。「現在広く一般に行われているいわ ゆ る
ファイナンスリースについては，その経済的実質において一般の賃貸借と異
なる面を有し七いるとごろから，これを一般の賃貸借と同様に取扱うことに
課税上弊害のあるもめも認められるので，個々のn  ー ス取引の経済的実質に
応じてこれを売買取引等として取扱うこととし，その処理の統＝を図ること
としたものである。」(「リース取引に係る法人税及び所得税の取扱いについて」直法-I
 Q 昭和53年7 月20日)。
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同通達 は， リー ス取引を そ の実 質的 観点（リース期間， リース条件， リース物
件，当事者の意図）か ら， 売買 とし て取扱うi; ース取引 ， リース料 の一部を 前
払 費用 とし て取 扱 う取 引，中 古資産 をi; ー スバ ックし た場 合 の取 扱いにつ い
て明ら かにし てい るが ， セ ールスアソ ドV  ースバ ッ クにつ い ては， 実質的に
金融取引 と認 めら れ る,ときは， そ の譲 渡がな か った も の とし て取 扱 うとし て
い る。　・　
すなわ ち，「法 人が 債務 の弁済 の担保 とし て そ の有 する固 定資産 を譲 渡 し
た場合にお い て， その契約 書に 次のすべ て の事 項を 明らかにし ， 自己 の固定
資産 とし て経理し てい ると 徊 よ，そ の譲 渡はな か った もの とし て取 扱 う。 そ
の後 そ の要件 のい ずれかを 欠 くに至 った とき又は 債務不 履 行 のた め その弁 済
に充 てら れた ときは， これら の事 実の生じ た ときに おい て 譲渡が あ ったも の
とし て取 扱 う。」（法人税基本通達2-1-18）。なお，同通達 の「 次 のすべ て の事項」
とは, （1）当 該担保 に 係る固定 資産を当 該法人 が 従来 どお り使用収 益す る こ
払 （2）通常 支払 うと認 められ る当 該債務に 係る利子 又は これに 相当 す る 使
用料 の支払 に関 す る定 めが あ るこ と， の2 点 であ る。ト　
このSales and Leaseback 取引 は，法形 式 上固定 資産 の譲 渡が先 行し てお
り，租税 回避 取引 に 該当 す るも のでは ない。 に もか かわら ず，か か る解釈 通
達が存在 す るのは， 租 税法学上 の実 質主義に 基づ く 実 質課 税の原則 の要請に
よるもの と解 され る。 も っとも，確定 決算基 準に 基づ く申告 納税制 度 の基盤
の もとでは， もし 当 該企業 が 譲渡資 産を 自己 の資産 とし て経理し ていない時
は ，税 法上当 該固定 資 産の譲渡 があ った もの とし て取 扱 うこ とに な り，こ の
譲渡 そ のも のを 税法 が 否認 す る とい う積極的 意味 を有 す る もので はない。　
この取引 が 問題 とな るのは，むし ろ企業 会 計にお い て であ る。 何故なら，
粉飾 の意 図を も って資 産譲 渡が 行なわ れた場 合には ， 健全 な 会計制度 上にお
いで も， また適正 な会 計監 査制度 上にお い ても，二 者 択一 とい うわけ にはい
かない 。含 み資 産を多 く有 する企 業 が，一時的 な資 金 繰 脱出方 法 とし てSalesand Leaseback
取引 を利 用 す るヶ－ スが多 いか ら であ る。 かか る譲 渡益が，
収 益 とな る のか否 かにつ いて， 伝統的 実 現主義 は適 切 な認 識基 準 とし て作用
す る資質を 有し てい な い。 ここに，企業 会 計上 の実 質主 義 思考 の必要性を痛
感す る。
武 田教 授は， 経済取 引を 認識 す るために は，形 式 よ りも実質 に 従 って判断
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すべきことを強調し，「経済的取引は，まず法律的形式によって判断される。
しかし，それが法的実質と異なっている場合には，法的実質に従って解釈す
べきことはむしろ当然である。しかし，さらに，この法的実質が経済的実質
と具なっている場合には，その経済的実質に従って取引を解釈す べ き であ
る9）。」とし，企業会計上の認識基準がいかに形式にとらわれているかを指摘
して次のように述べる。「企業会計は， 本来法律的事実を金額表示すること
を目的として存在しているわけではなくて，経済的実質を示すことを目的と
するものである。しかし，現実には法形式に捉われている傾向かある。この
意味で，税法の考え方は，企業会計よりも，経済的実態を表わすように努力
が続けられているように思われる10）。」　
公正な会計置行とは，経済的実質に基づく客観的認識により，事実との関
連で適切な会計処理が選択され，その積重ねによって公正妥当性が付与され
ることにより形成されるものである。このことは，本来的に企業会計上要請
されるものであって，法はかかる実質的会計処理を基盤に形式体系を形成す
べきものである。しかし，現実には法認識がむしろ会計認識より先行してい
るのである。
注
1）W.A. Paton &  A.C. Littleton, An  Introduction to  Corporate  Account-　ing Standards,
 AAA Monograph No. 3, （Forteenth. printing 1970 ） p. 46・2
） 飯 野利 夫 『 財 務 会 計論 』 同 文 舘 ， 昭 和53 年,  310 頁 。3
）AAA  committee,  "Accounting and Reporting Standards for Corporate　Financial Statements -1957 Revision,"
   Accounting  Review   （July,  1957 ），p.
 538.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト4
）1957 年CD  AAA 実 現概 念 の定 義 上 の 間題 点 に つ い ては ， 拙稿「制度 会 計 の基本
思 考」『北 見 大 学 論 集 』 第6 号 ， 昭 和56 年 ，47 ～48 頁を 参 照 さ れ たい 。 また ，実
現 の要 件 た る客 観性 と確 定 性 の 内 容 に つ い て は ， 拙 稿 「制 度 会計 に おけ る実 現O　
積 極 的 意 義」『北 見大 学 論 集 』 第3 号 ， 昭 和55 年,  59 ～62 頁 を 参照 され たい 。5
）Floyd w. Windal, “The Accounting Concept of Realization," Account-　ing
 Review  （April, 1961 ）, p.  250.　　　　　 犬6
）Ibid.,  p.  251.7
） 測 定 の二 元 性 に つ い て は ， 拙 稿 「制 度 会 計 に お け る実 現 の積 極 的 意 義」『北見
大 学 論 集 』 第3 号 ，昭 和55 年 ，56 頁 を 参 照 さ れ たい 。8
） 回 収 基 準 の不 適に 関 す る 理 論的 根 拠 に つい ては ， 拙 稿 「制 度 会 計に お け る実 現
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の積極的意義」『北見大学論集』第3 号，昭和55年，64～67頁を参照されたい。9
） 武田昌輔「課税所得計算における実質優先思考」『会計』第Ill巻第4 号，34頁10
） 同，44頁。
5. 米国 租税判 例に みる「 実現」 の拡大　
我 が国 では ，租 税法学 上 の実質 主 義 が， 企業 会計 上 の実 現主義にimpact
を与 えてい る よ うに，米 国にお い ても租 税 判例上 の解 釈に よって，しだ いに
伝統的 実 現主義 の概念 が拡大さ れ,   1957年AAA 会 計基 準に よる実現主 義 か
提起され るに 至 った とい う。　　　　　 十　
米 国におい て， 最初 の連邦所 得税法 が制 定 さ れた のは， 南北 戦争勃発 の年
の1861 年 であ るが，「 こ の法 律におけ る課税 標 準は， 現金 収 入 と現金支 出 ど
の対応に よって算定さ れ る純所 得(net  income) であ った。　もっ ともこの算定
方法 は，所 得算定 におけ る純資 産 増 加 説(increase-in-net-wortli approach) と
は明確に 異な る ものであ った1)。」　
当時 は， 現金 収入が現 金支 出を超 え る額を もって所 得 とす る現金主義 に よ
る概念 が とら れていた 。こ の考え 方は, U.S.  V.  Schillinger 事 件(27 Fed. 973．1876)
におけ る裁 判所 の見解 に も現 わ れてい る。 す なわ ち，「 法に反す るいか
な る特 別規定 もない かぎ り， 所得 は現 金を 意 味す るも のと捉え なけ ればなら
ず，そ れは現 金を受 取 る期待 でもな く，将 来 現金化 でき る とい う権利 でもな
い2)。」　
そ の後 ，現 金主義 が拡大 され， 現金 収 入に は 現金 等 価 物を含 む とい う判例
が出さ れ る ようにな る。 Maryland Casualty V. u.s べ251, U.S. 342, 1920)事
件 で裁 判所は ，次 の よ うに 述べ る。( 内 国法人 に対 す る課税 所得は ， 当該年
度に受 取 った所得 に限定 され る3)。」 こ の場 合 の当 該年 度に受 取 った 所 得 と
は，現 金お よび現金 等 価物を指 す と解す るも の であ る。伝 統的 実現主義に よ
って 所得を 捉え よ うとす る裁 判所 の支配 的 見解 を反 映 し て， 米 財務省通達2090
は,   1914年 ，「売却 が実 現(realization)に関 す る十 分な テ スト と な る4)」
と， 販売基 準に よる実 現を認 め,   1918年 の歳 入法 で採 り入れら れるこ とにな
った。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ト
し かし ， そ の後 の判 例はし だ いに 発生時 点 に近い 実 現主義 の解釈が とられ
るよ うにな ってく る。 Spring City Co. V.  Commissioner  (292,U.S. 182, 1934)
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事件では,丁最高裁判所が，所得の記録として発生主義を認める5)」見解を出
しており,   Helvering V. Horst (311,  U.S. 112)事件で裁判所は，明らかに伝
統的実現主義を拡大した解釈を表明している。「疑いもなく，納税者のすべ
ての経済的利得が課税所得を構成するものではない。しかし当初から歳入法
解釈上，所得の実現とは，単に受領権利の獲得というよりはむしろ課税可能
な事象の生起であると考えられる6)。」　
このHelvering V. Horst 事件における裁判所見解は， 明らかに経済的実
質に基づいて課税所得(taxable income)を把握しようとするものであ り， か
かる認識基準として「実現」を意義づけているものと言える。 Spring CityFoundry Co. V.
  Commissioner 事件での最高裁判例に見られるように， 発
生主義会計が会計記録の基盤として是認されており，実現主義 は課 税 所得(taxable
income) の認識基準として適用されているこ と が 分 る。ところが，
所得(income)は収益(revenue) と費用(expense)との差額 で あるから，当然な
がら両要素の認識基準として実現主義が適用されていることになる。　
租税解釈上の実現を巡って，実現主義が財産価値変動に基づく増加現象と
して拡大されていく傾向は，賃貸資産造作による課税所得判定に関する裁判
所の判例に見られるようになる。　
この問題に対して,   1917年財務省は，賃貸資産の造作による価値増加は，
賃貸期間終了時に賃貸人の所得になると規定 し た が，1919 年，Miller V.Gearin
 (285 Fed. 225)事件で裁判所は，この規定は無効であるという判決を
出した。すなわち，「この規定は無効であり， 仮にいやしくも課税可能とす
るならば，かかる利得はその造作が完成する年度まで課税されなければなら
な1 □)。」　　　　　　　　　　　　　　　　＼
賃貸資産の造作による価値増加は，実現主義を適用する限り，実現した所
得にならないという 半U例が,    1937年のStaples V. U.S.    (21 Fed. Supp. 737)
事件,   1938年のBlatt V. U.S.    (305, U.S. 267)事件の判決に見られる。　
ところが,   1940年のHelvering V.  Brunn   (309 U.S. 416)事件で最高裁判
所は，かかる価値増加は課税所得となりうるという判決を出した。ニの判決
は,   1920年のEisner　V. Macomber 事件以来定着して き た 実現主義に反す
るものであるが，伝統的実現主義が実質主義的思考により拡大されていく判
例として注目に値する。「経済的利得のすべてが必ずしも課税所得 とぱ なら
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ない とい うこ とは真 実 であ るが，利 得 の実 現は，資 産売却 から得 られ る現 金
に限定 されない とい う考 え方 は定着し てい る。利 得は ，資 産 の交 換， 債務 免
除 もし くは 取引完了に よる実 現利 益 の 結果 とし て生じ る。 利得 は，納 税者 に
よって受 領さ れた財産 価値 の分与（a portion）であ るとい う事 実は ，そ の分与
の実 現を 否定 す るもの ではな い8）。」　
もっとも， この判 例は 税法 上採用 さ れるに至ら ず， 税法改 正に よ り当 該資
産の再取得時 に，賃 貸人 の課 税所得 を 構成し ない ことが 条文化 さ れ る が'）
少くでも1940 年代 以 降， 伝統 的実 現主義 の枠が租税 判例 を通し て拡 大さ れて
くるこ とにな る。 かか る拡 大化 は， 発生し た所 得を 確 実な資 産 の転化 の時点
まで保 留す るとい う伝 統的 実現 概念 から， 価値増 加現 象 を実 質性， 客観 性お
よび確定性を要件 に認 識す るとい う， 新し い実 現概念 に 集約 さ れ ることにな
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　十
すなわち， 租税法 上の実 現し た課 税所得 とは,    Windal に よれ ば次 の3 点
に要約 される とい う。「所 得 の実 現， すな わ ち所得が 実 在す る よ うにな る の
は，い くっ か の基 準が純 資産 増加 と関 連し て満 された時 であ るよ ただTし， 贈
与 もし くは出資 に よる価値 増 加は除 外 され る。いく つ か の基 準 とは次 の よ う
なものであ る。　
①　利 得又は 価 値増 加は， 現金 又は 他 の資 産 の受 領， 債務 免除，法 的権 利
の実質的 移転 とい う事 象， もし くは 取引に よって確 証 され る かの でなけ
ればなら ない。　
②　利 得又 は 価値 増加 は， 客 観的 測定 を 伴わなけれ ば なら ない 。　
③　利 得又 は 価値増 加は ， 変更 出来 ないほ ど確定的 なも のでなけ れば なら
なI ヽ10）。」　
こ のように ，課 税所得 認 識基 準に対 す る実 現概 念の 変遷 過 程 との関連 で，1957
年AAA 会計基 準 の実 現概 念 を位 置づ けなけ れば ならない。
注
1）Floyd w. Windal,  “Legal background for the Accounting Concept of　Realization," Accounting
 Review,   （January, 1963), p.29～30.2
）Ib這., p. 30.3
）Ibid., p.31.4
）Ibid.，p. 31.
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?????????
10 ）
Ibid., p. 32.Ibid.,
 p. S3.Ibid.,
 p. 34.Ibid.,
 p. 34.Ibid.,
 p. 35.Ibid.,
 p. 36.
6. 実質主義と実現主義の異質性　
租税法論理における実質主義1）と企業会計論理における「実現主義」は，
経済的事実行為の分析を通して，客観的・確定的要件をもって事実認識基準
として適用し ようとする点，両者は同質性を有する。かかる同質 性 に 立 て
ば，その適用範囲の広狭から，実現主義は実質主義に包括されるものとして
捉える考え方もある2)。　または，米国租税判例に見られるように，適用する
認識基準は実現主義であるが，何か課税所得であるかについては，ケースバ
イケースに判断される場合もある3)。　この場合は，実現主義が実質主義を包
括したものとして捉えられる。　
しかしながら，かかる認識基準の適用目的又はその効果から考 え て み る
と，租税法と会計学では微妙に異なっていると言わなければならない。それ
はまた実務家にも反映し,   Windal も指摘するように， 法律家と会計人とで
は，実現主義の適用段階が異なるのである。「法律家は， 本来的に実現主義
を所得実在の必要条件とし て考える。会計人もまた所得領域に実現主義を適
用するが，会計人の場合，所得は実現主義適用以前にすでに存在していると
確信している。すなわち，会計人は，ある項目が会計処理上認識 さ れ る ほ
ど，十分な確定性および客観性がいつ生じたかを決定するために実現テスト
を適用するのである4）。」　
我が国の租税法令は，租税法律主義に基づき確定決算基準を採 用 し て い
る。この確定決算基準における収益及び費用の額は，「一般に公正妥当と認
められる会計処理の基準に従って計算されるものとする。」（法人税法第22条第4
項）となっているが，問題はこの「一般に公正妥当と認められる会 計 処 理
の基準」とは何を指すかである。　
法人税法第22条第4 項「の規定で『会計処理の基準』とされているものは，
益金または損金の額に算入し または算入しないことが対象とされているわけ
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であ るから， 性質上 実 質原 則に限ら れてお り，形 式的 原 則に はお よば ないは
ずで あ る（財務諸表等規m が性質上形式的原則に限られるのと決定的差異がある）。
そ の内 容 の一 面にお い ては， 会 計上 の事実 の認定 に 関す るも のと，そ の認定
された事 実に対 す る会 計目的上 の判断 との，そ の双方 を 含有5）。」　
し たが っ てこ の条文 は， 租 税 目的に 支配され た事 実 認定 及 び租税 目的 上 の
判断 に関し ての確 認 規定 と意義づけ ることができ る。故 に ，直接 的には 「企
業 会計原 則」を 指す もので ないこ とは 明らか であ る。 こ の確認 規定は， 租税
法 律主義 の立場 から 見 て， 会計 制度に依 存す るこ とを 確 認し た も の で あ る
が， 租税 法は 独 自の税務調 整を その計算 思考 とし てお り， それ は単 純に企業
会計利 益を調 整 す るこ とを 意味す るも のでは ない。 そ こに， 税務 調整には単
に申告 調 整のみ でな く，決 算調整 が含 まれ てい る意義 を見 出す こ と が で き
る。　
さら に敷術 すれば ， 企業 会計上 の利 益算定 に関し て も税務 調整が 及ぶ こと
を 意味し ， そ こに 租税 目的に 支配され た事実 認識基 準 た る実質主 義が 作用す
る と見 るこ とがで き る。 こ の ように， 実質課税 の原則 に 支 配さ れ る実質 主義
は， 課税所 得実 在 の必要 条件を 満 たす 認識基 準 とし て 適用 され る こ と が 分
る。　
し かし なが ら，企業 会 計上 適用され る「 実 現主 義」 は，歴 史 的に見 て も第2
次認識基 準 とし て適用 され， 第1 次認 識基 準は 発生 主義 に よってい る。し
たが って， 収益（正確に言えばこの段階では価値収入）及 び費 用（同様に価値支出）
は ， 第1 次認 識 に よ りす でに発生し て い る。　第2 次 認 識基 準 たる「実 現主
義 」は， 期 間損益 計 算 の要請 から，期 間的に確定 す べ き収 益 と費 用を各 々の
経済取引 の事 実に基づ い て認 識す るための基 準(criteria）とし て適用さ れ る。
し かし,   Sorter は ， 従来 の財 務諸 表は事実 認 識に よる事 実 の情報提供を 無
視し す ぎてい る と批 判し ，価値 理論 では な く事 象理論 に よっ て作表 すべき こ
とを提 案す る。「 事象理 論学 派に よれば， 会計 の目的 は 種 々可能 な意 思決定
モデ ルに 役立 つ ような， 適切な 経済事象（economic events ）に 関 す る情報 を提
供 すべ きであ る とい う6）。」こ の考 え方は， 取得原 価主 義 に基づ きながら 乱
歴史 的原 価 と時 価 と の二 欄式 財務諸 表を提案し たASOBAT （AAA 1966 ）の
基 本思考 であ り,   Sorter は さらに そ の発 展的disclosure の方 向性 を示唆し た
ものであ る。　　　　　　　　　　　　　　十
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制度会計上，価値理論に基づく会計制度思考枠に影響されざ るをえないこ
とは止むを得ないが，少くとも評価万能主義に陥った価値理論学派は，意識
的にか無意識的にか,六経済事象そのものの認識，その認識に基づく適切な会
計処理の選択に関連して，曖味に見過ごし てきた感じは払拭できない。財務
諸表の有用性は，それが経済的事実を客観的に表示する限りにおいて増大す
る。このことが，また会計制度に対する信頼性を高めることになる。したが
って，第2 次認識基準たる「実現主義」は，かかる意味で重要な役割を担う
ことになる。　
認識は測定に先行する。故に測定の多様化は，認識の多様化から生じるも
のである。一つの会計事実に対し て，複数の認識が可能であれば，複数の測
定方法が導出される筈である。測定技術の進歩によって，新し い測定方法が
開発され，事実と表示の誤差が縮小されればされるほど，会計の客観性は相
対的に高くなる。特定の測定基礎（歴史的原価主義とか時価主義）が与えら れ れ
ば，経済事実を最も適切に表現できる測定技術（会計処理）を取引毎に選 択 す
るための認識基準として「実現主義」が適用される。　
かかる認識基準たる「実現主義」により，より客観性の高い会計処理実務
がしだいに定着されれば，税務調整における決算調整の必要性はなくなるか
もしれない。会計学における認識論の展開は，制度会計上弊害となっている
確定決算基準の枠を外し，企業会計利益の計算と課税所得計算を切離す明確
な論理を提供するものどなる。そのための認識基準とし て適用される「実現
主義」は，課税所得計算上適用される実質主義と，適用範囲・目的・結果は
当然異なるとしても，実質に基づいて認識するという点では，実質主義以上
に実質を重視する概念となる。
注
1） 我が国の判例上，法論理における実質主義は必ずしも定着しているわけではな
い。もっとも責任の一端は著し く統一を欠いている「企業会計原則」の存在にあ
ると指摘しなければならないが，法論理の確立も必要不可欠であるという指摘が
ある。忠佐市「『企業会計原則』と判決例」『会計』第106巻第4 号,    86頁では，
法論理を2 つに分け，最も重要なのは， 企業会計法（確定決算）と税務会計法（申
告所得および更生所得）の関係の論理が整序されなけ れぼ ならないとされている62
） 忠佐市『決算利益と課税所得』森山書店，昭和48年,   189頁， 十
税法における「実質主義」と企業会計における「実現主義」　653
） 米国最高裁判所は，課税所得の定義探求を放棄し，ケースバイケースに基本的
判断を示す傾向にある。富岡幸雄『税務会計学』森山 書店，昭和53年,  53頁。4
）Floyd w. Windal ， “Legal background for tlie Accounting　Concept of　Realization," Accounting
 Reviezv （January,  1963）, p. 29.5
） 忠佐市『税務会計法』税務経理協会，昭和53年，72頁。6
）George H. Sorter, “An Events Approach to Basic Accounting Theory,"　Accounting
 Review   （January, 1969 ）, p. 13.
7. む　す　び　
会計制度の充実,   Disclosureめ拡大，会計情報の有用性を考える場合，や
やもすると㈲定基礎，測定技術，表示の間題として論議されやすいが，実は
測定・表示の問題の出発点は認識論でなければならない。会計制度の本質的
発展は，単に処理基準の択一に継続性の原則を適用するだけで保証されるも
のではない。　
継皆i生の原則の意義は，一度採用した会計処理を形式的に毎期継続的に適
用することのみではなく，正当な理由があれば変更することをも含むもので
ある。ただ，正当な理由とは，第一義的に，当該事実の実質的変化の認識に
求められるものである。したがって，実質に基づく最も適切な処理基準が選
択されるところに，継皆既の本質的意義が見出される。　
制度の定着は，少からず法と密接な関連を有する。法会計の制度化は，一
般に形式性と規範性をもつ。租税法においても，実質主義思考がその根底に
あるとし て乱 法秩序の形式体系の枠内に存在することは疑いない。法によ
る規範性は，よく企業会計における自主経理の原則を制限する形で実定法化
されるが，これは必ずしも正しいものではない。　
複離多岐にわたる経済現象を，その実質に即し て測定することを自主経理
というのであって，単に処理を形式的に適用する自由経理を自主経理という
ことはできない。しかし，法は企業会計に対して，事実認識基準を欠如した
自由経理を基盤とする計算制度と捉えがちである。このような思考に基づく
法規制は，徐々に自主経理の基盤を破壊することにもつながる。　
健全な会計制度の定着(商法でいう公正な会計潰行， 税法でいう一般に公正妥当
と認められる会計処理の基準)は，何よりも認識論の展開から出発すべきもので
あり，その基本的思考は経済的実質を優先するものでなければならない。か
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か る 意味 で，
る。
自主経理の原則的基盤が，制度会計上容認されうるも のとな
(1982年11月26日)
